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第 5 章 のり枠工 

第 1節 総  則 

のり枠工は、のり面の風化、浸食の防止をするとともに、のり面表層の崩壊を抑

制することを目的とする。 

河砂技.設 p78 

解 説 

のり枠工には、のり面の安定を図る機能と緑化などによってのり面の環境を整え、景観をよく

する機能とがある。 

 

第 2節 のり枠工の種類と構造 

のり枠工は、プレキャスト枠工、吹付枠工、現場打コンクリート枠工に大別でき

る。 

のり枠指針 p3 

解 説 

のり枠工の種類および特徴を表 5-1 に示す。 

また、のり枠工の一般的な構造を表 5-2 に示す。 

 

         表 5-1 のり枠工の種類       （のり枠工指針 P4）   

のり枠工の総称 施  工  法 枠の材料 枠の形状 備   考 

プレキャスト

コンクリート

枠工 

プレキャスト

コンクリート

格子、多角 

円、その他 

特殊な例として、

枠接点の構造が強

固で、もたれ式擁

壁に近い機能をも

つものがある。 

鋼   板 格子、多角 

金   網 
格子、多角、

円 

プ
レ
キ
ャ
ス
ト
枠
工 軽 量 枠 工 

工場製品の枠の部材

をのり面上で組み立

てる工法 

プラスチック 格子、その他 

－ 

吹 付 枠 工 

のり面に型枠を設置

し、モルタルまたはコ

ンクリートで、吹付施

工する工法 

モルタル 

または 

コンクリート

格   子 

型枠としては金網

がよく用いられる

が、そのほか地山

に掘り込んだ溝を

利用したり、鋼板

や耐水性ダンボー

ルあるいは発泡プ

ラスチックなどを

用いることもあ

る。 

現場打コンクリート 

枠工 

のり面に型枠を設置

し、コンクリートポン

プなどでコンクリー

トを打設する工法 

コンクリート 格   子 － 
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表 5-2 のり枠工の構造と留意点 （新斜面崩壊 P181～188、のり枠指針 p11～20） 

箇 所 項 目 内     容 

構造設計 適用箇所 

（のり枠指針 

p11,17） 

（新斜面崩壊 

p181） 

湧水を伴う風化岩などの長期にわたる安定が疑問と思われるのり面にお

いて、風化、侵食の防止、のり面表層の崩壊などを抑制する。 

 以下の項目に該当する場合に適用されることが多い。 

・植生工のみでは侵食、崩壊などに対処できない場合。 

・のり面勾配との関係で植生工がつかない場合。 

・植生に不適な地質ののり面を緑化するための植生基盤材を安定保持しなけ

ればならない場合。 

・のり面からの湧水が、土砂流出などを助長してのり面を不安定にするおそ

れがある場合で、のり面を被覆するための石材などを固定保持する必要が

ある場合。 

・グラウンドアンカーによりのり面の安定化をはかるときに、グラウンドア

ンカー支承構造物を兼ねる場合。 

 安定計算 

（新斜面崩壊 

p182～183） 

 フレームの梁の計算は設置地盤によって下記のように計算する。 

地山が硬岩のときや擁壁補強など --------- 弾性床上の梁 

その他の場合 --------------------------- 支点を考えて行う梁 

 設計の詳細は「のり枠指針」などを参照のこと。 

 抑止力が必要な

場合 

（新斜面崩壊 

p182） 

 風化の進んだ岩盤、のり覆工で浮石を止めることのできない場合などで安

定勾配に切土ができない場合、ロックボルトやグラウンドアンカーの併用が

必要となる。 

 この場合の枠部材の断面は、ロックボルトやグラウンドアンカーが必要と

される抑止力に基づいて設計する。 

その他 基礎工 

（新斜面崩壊 

p183） 

① のり枠の基礎は沈下・滑動・転倒に関する安全性を検討し、必要に応じ

て杭基礎とする。 

② 基礎擁壁の根入れ深さは地盤の状況により決定するが、岩盤の場合根石

程度、それ以外の場合は一般に 0.3～1.0ｍが多い。ただし寒冷地において

は凍上深さより深くすることが望ましい。 

③ 基礎擁壁と枠が接する部分は鉄筋を入れ、基礎と枠との一体化を図る。

 中詰 

（新斜面崩壊 

p184，188） 

植生工が望ましいが、状況に応じて、栗石、コンクリートなどで中詰を行

う。 

植生については本編第 3章植生工を参照のこと。 

栗石による中詰は施工後数年を経て緩み、中抜け、崩落の危険を伴うこと

がある。栗石をもって中詰をする場合は、栗石の脱落を極力防ぐよう配慮す

る。 

 排水処理 

（新斜面崩壊 

p188） 

中詰をコンクリート系で設計した場合は、吸出し防止を施した水抜き孔を

設置する。 

 水抜き孔は、のり面の面積 2～4m2に１箇程度とし、孔の大きさは外径 75mm

とする。 

湧水が多い場合は暗渠を設けるとともに、吸出し防止材などで十分に処理

するものとする。 
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第 3節 工法の選定 

3.1 のり枠工の選定 

のり枠工を適用するにあたっては、各工種の特徴を十分理解し、現地の条件に合

った適切な工法を選定する。 

のり枠指針 p14 

解 説 

のり枠工の選定における留意点を表 5-3 に示す。 

 

表 5-3 のり枠工の選定における留意点 

箇 所 項 目 内      容 

プレキャスト 
枠工 
（本編pⅣ-34 
参照） 

適用箇所 
（新斜面崩壊 p181
～185） 
（のり枠指針 p18） 

切土面に植生工のみ施工しただけでは、雨水による侵食に耐えられないの
り面に用いる。 
土圧に対して抵抗できない。 
 原則として 1:1.0 より緩勾配で整形が可能な斜面に適用する。 

 のり高 
（新斜面崩壊p185） 

 原則として、直高 5ｍ以下の斜面に用いるものとする。 
 直高 5ｍを超える斜面の場合は、のり面縦方向に現場打ちの隔壁を 10ｍご
とに設置するとともに、必要に応じて横隔壁も設置するものとする。 
 のり下端よりおおむね直高 1/3 までの部分を部材を緊結して一体化を図
ることが望ましい。 

 安定計算 「のり枠指針」p26～31 により計算を行う。 

 注意点 
（のり枠指針p14～
15） 

・枠と地山が密着しにくいため、枠と地山の間が洗掘されて土が流出しやす
い。 
・凹凸および曲面のあるのり面では施工が難しい。 

適用箇所 
（のり枠指針 p17） 

整形の困難な凹凸の多い長大のり面や岩質のり面における小規模な崩壊
や、薄い表層の崩壊の防止を目的として選定する。 

吹付枠工 
（本編pⅣ-37 
参照） 特徴（利点） 

（のり枠指針 p15） 
・枠の交点が一体化されているため、プレキャスト枠工に比較して曲げおよ
びせん断強さが大きい。 

・凹凸のある不整形の斜面にも施工でき、枠と地山との密着性がよいので洗
掘などに強い。 
・高い斜面で凹凸のあるのり面でも施工が可能である。 
・基礎コンクリートを必要としない。 

 施工方法 
（新斜面崩壊p184） 

 吹付枠工法は金網などの材料を用いた型枠で、地山の形状に順応させて張
り付けてコンクリートまたはモルタルを直接吹付けて造成するものである。

 断面形状 
（ﾌﾘｰﾌﾚｰﾑ工法設計・
施工の手引き p14） 

 一般に幅厚さとも 0.15～0.6ｍものが多い。スパンは 1.2～3ｍが多く、ア
ンカーなどと併用する場合は計算により求める。 

適用箇所 
（新斜面崩壊p182） 
（のり枠指針 p19） 

 のり面の風化、侵食防止、表層部の崩落防止のため用いる。 
 以下の場合に支保工的役割を期待して用いる。 
 ・切土のり面の安定勾配がとれない急斜面や長大斜面の場合。 
・湧水を伴う場合。 
・土質が良好でない場合。 
・節理、割目などの発達した岩盤で吹付工などでは浮石を止めることがで
きない場合。 

現場打コンク
リート枠工 
（本編pⅣ-43 
参照） 

断面形状 
（新斜面崩壊p138） 

一般に幅 0.3～0.6ｍ、厚さは同程度以上のものが多い。スパンは 1～4ｍ
の範囲を標準とする。 

 安定計算 
（のり枠指針 p43） 

・表層崩壊防止タイプ ------- 吹付のり枠工の計算に準じる。 
・もたれ式擁壁タイプ ------- もたれ式擁壁の計算に準じる。 
一般にのり勾配が 1:0.8 より急なところに用いるものをもたれ式擁壁タ
イプとすることが多い。 

 特徴（利点） 
（のり枠指針 p16） 

・枠と地山との密着性がよいので、洗掘などに強い。 
・高品質の強度が得られやすい。 
・かなり急なのり面でも施工が可能である。 

 注意点 
（のり枠指針 p16） 

・勾配が緩やかな場合などは特に施工性に留意し設計する。 
・高い斜面でかつ凹凸のあるのり面では施工が難しい。 
・基礎コンクリートを必要とするため、工期が長い。 

(新斜面崩壊 p138～185，のり枠指針 p14～19，フリーフレーム手引き p14) 
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3.2 中詰工の選定 

枠内斜面への浸透水の防止、降雨および表流水による侵食防止、風化による劣化

防止および緑化のため、適切な中詰工を選定する。 

のり枠指針 p21 

解 説 

切土のり面における中詰工選定の留意点を以下に示す。 

 1）のり面勾配が 1：1.2 より緩い土砂のり面では、一般に土砂詰工を施工して緑化を行うのが

よい。 

 2）のり面勾配が 1：1.2～1：1.0 の締まった土砂や節理の多い岩などでは、土のう積工や客土

吹付工、厚層基材吹付工によって緑化を図る。 

 3）のり面勾配が 1：1.0 より急な岩質のり面などでは、のり面への接着性が強い厚層基材吹付

工などの植生工で緑化を図るか練石張工や平板ブロック張工、コンクリート張工（モルタル

吹付を含む）を行う。 

 4）風化しやすい軟岩などのように浸透水によってのり面の安定が低下するおそれのある場合

には、練石張工やコンクリート張工（モルタル吹付を含む）などの不透水性材料で被覆する。 

 5）のり面からの湧水が多い場合には、暗渠やフィルターによる地下排水施設を設置したのち

空石張工などによる中詰工を施工する。 

 6）枠のスパンが 1.5m 以上となる場合には、客土の移動や沈下を防ぐために、枠内を更にプレ

キャスト枠で区切るなど客土の移動防止の処置を施すことが望ましい。 

 7）枠内へ土のうを設置するときには、土のうの沈下や移動のないように密に施工し、のり面

から 15～20cm 程度以上の厚みが保てるように施工する。 

 8）のり面流下水などが客土や土のうの安定に悪影響をおよぼすと予想される場合には、別に

排水処理を行う。 

 

以上述べた中詰工法選定手順の目安を、図 5-1 に示す。 

また、中詰工の種類を表 5-4 に示す。 
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Start

のり面からの浸透水が土質のＣφを低下させる
恐れが大きい砂質系、シルト系土砂の場合。

YESNO

NO

NO

NO

NO

NO NO NO NO

NO

YES

YES YES

YES

YES

YES

YES

YES

YES

浸透水が
危険をも
たらすか

湧水が

あるか

緑化の
必要が
あるか

排水
処理がで
きるか

排水処理工
吸出し防止用

マットなどの処理

1 : 1.2より緩

(土砂など)

1 : 1.2 ～ 1 : 1.0

(礫混じり土砂、土丹など)

1 : 1.0より急

(岩など)

PH4 以下

の強酸性土

緑化が

必要か

節理が

多いか

緑化が

必要か
のり長は

長大か

土　砂 土のう 植生基材吹付工 空石張工客土吹付工

植生基材吹付工

練石張工

平板ブロック張工

モルタル吹付工

コンクリート張工

木本類の

導入か

種子散布工、張工など
客土吹付工

植生基材吹付工 植生基材吹付工

金網張工、むしろ張工など

PH4 以下の強酸性土には有機質系基材を
セメントなどで接合する方法をとる。

注）植生工法は使用植物などによって変わることがある。

水

勾配地質

植生条件など

中詰材料

緑化目標

植生工法

気象手当

水 

勾配・地質 

のり面からの浸透水が土質の C・φを低下させる恐れが大きい砂
質系、シルト系土砂の場合 

（のり枠指針 p60） 

図 5-1 中詰工法の選定手順の目安   （のり枠指針 p60） 
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表 5-4 中詰工の種類          （のり枠指針 p7～10） 

種 類 説  明 概  要  図 

土砂詰工 枠内に土砂を詰める工法  

土のう積工 土のうに土砂を詰め枠内に敷き

ならべる工法 

 

客土吹付工 枠内に種子・肥料などを混入した

客土を 1～3cm 程度の厚さで吹付

ける工法 
 

空石張工 枠内に栗石、粗石などを詰める工

法 

 

平板ブロック張工 枠内にプレキャストコンクリー

ト板を敷きならべる工法 

 

練石張工 枠内に栗石、粗石などを詰め間隔

をコンクリートで充填する工法 

 

コンクリート張工 

（モルタル吹付工

を含む） 

枠内に現場打コンクリート（また

はモルタル吹付）を打設する工法

 

植生基材吹付工 枠内に緑化用基材を5～10cm程度

の厚さで吹付ける工法 

 

 

土砂 

枠 

枠 

土砂 

土のう 

土のう 

枠 
枠 

枠 

枠 

客土 

客土 

枠 

枠 
栗石 

栗石 

枠 

水抜孔 

水抜孔 

枠 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ板 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ板 

水抜孔 

水抜孔 

枠 

枠 練石張 

練石張 

水抜孔 

水抜孔 枠 

枠 ｺﾝｸﾘｰﾄ(またはﾓﾙﾀﾙ) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ(またはﾓﾙﾀﾙ) 

枠 

枠 

緑化用基材 

緑化用基材 
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第 4節 のり枠工の設計 

4.1 プレキャスト枠工 

プレキャスト枠工法は、切土面に植生工のみ施工しただけでは雨水による侵食に耐

えられないのり面に用い、土圧などは考慮しない。 

河砂技.設 p78、新斜面崩壊 p185 

解 説 

プレキャスト枠工設計の留意点を以下に示す。 

（１）のり面勾配および高さ 

原則として、1:1.0 より緩やかなのり勾配とし、直高 5m 以下の斜面に用いる｡ 

 

（２）隔壁工（図 5-2 参照） 

 1）切土のり面において一連ののり高が 5m を超える場合は、のり面に対して縦方向に現場打コ

ンクリートを 10m ごとに設置するとともに、必要に応じて横隔壁も設置する。 

 2）隔壁によって、万一、部材の一部が破損してもその影響が全体におよぶのを防ぐことがで

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 隔壁工の例  (単位：cm)  （新斜面崩壊 p187） 

 

（３）基礎工（図 5-3 参照） 

基礎工は以下のとおりとする。 

 1）基礎はコンクリート基礎を標準とし、上部からの荷重に十分対応できる構造とする。本編

pⅣ-80 の基礎擁壁工により決定する。 

 2）基礎地盤が普通土または粘性土の場合は、コンクリート基礎の下部に砕石基礎または均し

コンクリートを施す。 

 3）基礎の根入れ深さは地盤の状況により決定するが、岩盤の場合は風化部分を取除く程度、

それ以外の場合は、一般に 0.3m 程度のものが多い。ただし寒冷地においては凍上深さより深

くすることが望ましい。 

 4）既設の石積擁壁やコンクリート張工の天端を使用する場合、十分その安全性の検討を行う

ことが望ましい。安全性に疑問がある場合は既設部分から切り離して、新設の基礎を設置し

たほうがよい。 

杭工 

（鉄管など） 

縦隔壁工 

横隔壁工 縦隔壁工 
横隔壁工 

横隔壁工 

組立筋φ0.9 主鉄筋φ1.6 

支持力不足 

の場合 

プレキャスト枠工
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図 5-3 のり枠工の基礎工の一例 

（新斜面崩壊 p186） 

 

（４）横枠の強度検討に用いる荷重条件の設定 

 1）設計荷重は、横枠および中詰材の自重とする。 

 2）横枠に作用する荷重は、設計荷重ののり面方向の分力として、等分布に作用する。(図 5-4

参照) 

 3）地山と中詰材および横枠との間の摩擦を考慮する(表 5-5 参照) 

横枠に作用する荷重および壁体底面と基礎との摩擦係数(μ)の考え方を以下に示す。 

 

 

横枠 l x 間に作用する

荷重は、横枠自重（Ｗc）

と中詰材自重（Ｗs）の

基礎との摩擦係数（μ）

を考慮した自重分力が

等分布に作用するもの

と考える。 

 

図 5-4 横枠に作用する荷重  （のり枠指針 p28） 

 

表 5-5 壁体底面と基礎との摩擦係数(μ) 

（土質工学会：土質工学ハンドブック） 

施工法

基盤の種類 場所打ち 場所打ちでないもの 

シルトなしの粗砂  0.55 

シルトを含む粗砂 tanφ 0.45 リ
ー
ト 

土
と
コ
ン
ク シルト  0.35 

玉石とコンクリート 0.5 0.5 

割石とコンクリート 0.6 0.6 

岩とコンクリート 0.6 0.6 

注）中詰材と地山の摩擦については、平板ブロック張工およびコンクリート
張工は壁体とみなすがそれ以外の中詰材については無視する。 
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（５）横枠の応力度の検討 

 1）設定された荷重条件に対して単純ばりによる曲げ応力度、せん断応力度を算出する。 

 2）横枠に生じる引張応力度が許容応力度内であることを確認する。 

 3）引張応力度がコンクリートの許容引張応力度より大きい場合には、曲げモーメントに対す

る必要鉄筋量を鉄筋コンクリートとして配筋し、応力度の検討を行う。 

 

（６）最下端の縦枠の強度検討に用いる荷重条件の設定（図 5-5 参照） 

 1）設定荷重（Ｗ）は、縦枠、横枠および中詰材の自重とする。 

 2）作用荷重（Ｒ）は、設定荷重ののり面方向の分力とする。 

 3）地山と縦枠、横枠および中詰材との摩擦を考慮する。 

最下端の縦枠に作用する荷重は、式 5-1 により算出する。 

Ｒ＝Ｗ・(sinθ－cosθ・μ) ········································ 式 5-1 

Ｒ：最下端の縦枠に作用する荷重（kN/m） 

Ｗ：設定荷重（kN/m） 

θ：のり勾配（度） 

μ：地山と枠などとの摩擦係数（表 5-5 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-5 最下端の縦枠に作用する荷重 

（のり枠指針 p31） 

（７）縦枠の応力度の検討 

 1）設定された荷重条件に対して、縦枠最下端部の軸方向荷重を算出する。 

 2）軸方向荷重が許容軸方向荷重内であることを検証する。 

許容軸方向荷重は式 5-2 より求める。 

Po = 1/3・(0.83σck・Ac ＋σsy’As) ····························· 式 5-2 

ここに、 Po ：許容軸方向荷重（N/mm2） 

 Ac ：コンクリート断面積（mm2） 

 σsy’：軸方向鉄筋の圧縮降伏点応力度（N/mm2） 

 As ：軸方向鉄筋の全断面積（mm2） 

 σck ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

 

（８）枠接点は、上部の荷重を確実に下部へ伝える構造とする。 

プレキャスト製品の交差部分には、すべり止め杭またはアンカー筋を施す。 

 

（９）コンクリートおよび鉄筋の許容応力度は「道路土工－擁壁工指針」による。 

ただし、無筋コンクリートの許容曲げ引張応力度(σba)は式 5-3 による。 

σba = σck/80···················································· 式 5-3 

ここに、σck：プレキャスト枠に用いたコンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

・
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（10）コンクリートの最小かぶりは 3.5cm 以上とすることが望ましい。 

 

4.2 吹付枠工 

整形の困難な凹凸の多いのり面や岩質のり面における小規模な崩壊や、薄い表層

の崩壊を防止するのり面に用いる。 

のり枠指針 p32 

解 説 

吹付枠工設計の留意点を以下に示す。 

（１）留意事項 

 1）のり面勾配が 1：1.0 より緩やかでのり長が 10m 以下の箇所に、緑化基礎工や石張工基礎と

してプレキャスト枠工の代わりに使用する。 

 2）予想される崩壊の規模が非常に小さい場合には、断面が 15cm×15cm～20cm×20cm 程度で、

枠スパンが 1.2m 程度を標準とする。 

 3）枠内をモルタル吹付工または厚層基材吹付工とする場合には、枠スパンを 1.5m まで拡大す

ることができる。 

 4）枠スパンが上記の値を上まわる場合や、のり面勾配が 1:1.0 より急な場合は、「4.1 プレキ

ャスト枠工」と同様の方法で横枠の強度の検討を行う。 

 

（２）設計 

上記(1)で述べたケース以外は、土圧が働くおそれが高いので、原則として設計計算を行う。

崩壊防止を目的とした吹付枠工の縦枠の設計計算には、以下の種類がある。 

 1）のり肩からの崩壊の防止を目的としたもの。 

 2）のり中間からの崩壊の防止を目的としたもの。 

それぞれの計算方法の一例を示すと表 5-7、表 5-8 のとおりである。 

なお、計算に先立ち枠のスパンは表 5-6 を目安とするが、崩壊の規模が大きい場合には、

スパンを広くするとともに枠の断面を大きくして対応することができる。断面は縦枠に作用

する崩壊土塊などの荷重により検討する。 

また、のり中間からの崩壊の場合の枠の自重は、周囲の枠に支えられると考えられるので

考慮しない。 
 

表 5-6 吹付枠工における地質と枠スパンとの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（(社)全国特定法面保護協会の調査による） 
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表 5-7 のり肩からの崩壊に対する検討例      （のり枠指針 p34～35） 

項  目 検  討  内  容 

荷重設定 設定荷重は、想定されるすべり土塊、中詰材、縦枠と横枠の自重とする。 

作用荷重 

(1)縦枠に作用する荷重は、設定荷重のすべり面方向の分力に現況安全率と計画安全率と

の差分△Fs を乗じたものとする。 

(2)作用荷重はすべり面方向に集中荷重として作用するものとし、作用位置は、土塊の長

さの 1/3 とする。 

枠断面の検討 

縦枠に垂直に作用する分力に対し、枠の応力検討を行う。 

縦枠の一部を下図に示すような片持ばりとし、縦枠とすべり線との交点を固定点として

検討を行う。 

作用荷重の模式図 

 

（設計の詳細は参考資料編 pⅥ-84 のり枠工の設計計算例および「フリーフレーム手引きを参照） 

 

表 5-8 のり中間からの崩壊検討例      （のり枠指針 p35～36） 

項  目 検  討  内  容 

荷重設定 
設定荷重は、想定されるすべり土塊、中詰材の自重とする。 

（枠の自重は周辺の枠に支えられるとして考慮しないものとする） 

作用荷重 

(1)縦枠に作用する荷重は、設定荷重に現況安全率と計画安全率の差分△Fs を乗じたもの

とする。 

(2)作用荷重は縦枠とすべり面との交点にすべり面方向に作用する。 

枠断面の検討 

縦枠に垂直に作用する分力に対し、枠の応力検討を行う。 

枠の一部を単純ばりとし、作用分力をスパン中央で最大、交点でゼロとなる三角形分布

荷重におきかえて検討する。 

作用荷重の模式図 

 

（設計の詳細は参考資料編 pⅥ-84 のり枠工の設計計算例および「フリーフレーム手引きを参照） 

 

Ｗ ：設定荷重 

Ｗ1：すべり土塊自重 

Ｗ2：中詰材自重 

Ｗ3：縦枠と横枠の自重 

Ｐ ：作用荷重 

Ｐ1：作用荷重の分力 

Ｗ ：設定荷重 

Ｗ1：すべり土塊自重 

Ｗ2：中詰材自重 

Ｐ ：作用荷重 

Ｐ1：作用荷重の分力 

Ｗ1

Ｗ2

Ｗ3

Ｗ1

Ｗ2 

l
1P4q =  
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崩壊検討例（表 5-7，表 5-8）の考え方に従って、標準的であると考えられる断面、鉄筋量を

もつ吹付枠工で抑止可能な崩壊の規模を計算すると、表 5-9 のようになる。従って、この範囲

の崩壊防止を目的とする場合には、それに見合った断面、スパン、鉄筋量の吹付枠工を表 5-9

からよみとって使用すれば、応力度の検討を省くことができる。 

現況安全率と計画安全率の差分⊿Fs は表 5-10 をもとに決定する。 

 

表 5-9 標準的な吹付工で抑止可能な崩壊の規模     （のり枠指針 p40） 

 

⊿Fs  ：すべりに対してのり枠で増加される

安全率 

d   ：崩壊の深さ（ｍ） 

l   ：崩壊の長さ（ｍ） 

 のり面勾配 1：0.8（51.4°） 

コンクリートの許容圧縮応力度 

σca=5N/mm2 

鉄筋の許容引張応用度 

σsa=160N/mm2 

土塊の単位体積重量 

γt=20kN/m3 

中詰材の単位体積重量 

γe=20kN/m3 

 

 

増加される 
安全率 
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表 5-10 増加される安全率⊿Fs の取り方 （のり枠指針 p36～37） 

安全率の差分 のり面の状態 設計の考え方 

⊿Fs＝1.0 

すでに崩壊の発生の徴候を示していたり、

隣接斜面で実際に崩壊が生じているよう

な場合でかつ切取施工中に崩壊が予想さ

れる場合など 

すべり面でのすべり抵抗を考慮せず崩壊

土塊の全荷重をのり枠で抑止する。 

⊿Fs＝0.5 

すでに崩壊の発生の徴候を示していたり、

あるいは隣接斜面で実際に崩壊が生じて

いる場合、切取中は崩壊の発生がないと判

断される場合など 

すべり面での抵抗を考慮して、崩壊土塊の

全荷重の 5割をのり枠で抑止する。 

⊿Fs＝0.2 現在は安定していても将来の風化などに

よって不安が生じる場合 

すべり面での抵抗を考慮して、崩壊土塊の

全荷重の 2割をのり枠で抑止する 

 

想定される崩壊の規模が表 5-9 の目安を超える場合や、断面の鉄筋量を増しても吹付枠工だ

けでは抑止できないと判断される場合には、吹付工とグラウンドアンカー工との併用あるいは、

もたれ式擁壁タイプの現場打コンクリート枠工とグラウンドアンカー工との併用などを検討す

る。 

以上述べた吹付枠工の設計の目安をフローで示すと図 5-6 のようになる。横枠については、

一般に縦枠と同様の断面とし、その場合は枠スパンが極端に大きなものでなければ、縦枠の強

度を満足していれば横枠の強度も満足するので、横枠の強度検討は省くことができる。ただし、

枠スパンが極端に大きい場合は、横枠強度の検討を行わなければならない。 
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図 5-6 表 5-9 の使い方  （のり枠指針 p41） 

 

始め

崩壊タイプの予測崩壊規模の予測

のり肩からの崩壊
のり肩

からの崩壊かのり中間から

の崩壊か

すでに

崩壊の兆候がみられたり

しているか

隣接斜面で崩壊が生じたり

のり中間からの崩壊

すでに

崩壊の兆候がみられたり

しているか

隣接斜面で崩壊が生じたり

崩壊の発生が

予想されるか

崩壊の発生が

予想されるか

YES

YES NO

NO NO YES

NO YES

のり面でのすべり抵
抗を考慮せず崩壊土
塊の全荷重をのり枠
で抑止する

(△Fs=1.0とする)

のり面でのすべり抵
抗を考慮し、崩壊土
塊の全荷重の５割を
のり枠で抑止する

(△Fs=0.5とする)

のり面でのすべり抵
抗を考慮し、崩壊土
塊の全荷重の２割を
のり枠で抑止する

(△Fs=0.2とする)

のり面でのすべり抵
抗を考慮し、崩壊土
塊の全荷重の２割を
のり枠で抑止する

(△Fs=0.2とする)

のり面でのすべり抵
抗を考慮し、崩壊土
塊の全荷重の５割を
のり枠で抑止する

(△Fs=0.5とする)

のり面でのすべり抵
抗を考慮せず崩壊土
塊の全荷重をのり枠
で抑止する

(△Fs=1.0とする)

表5-9の抑止可能最大崩壊規模

と予測崩壊規模を対比する

抑止不可
グランドアンカー工との併用な

形状、鉄筋量の見直し

ど応力計算に基づき検討する

抑止可能

表5-9から最も経済的な断面を選定する

表5-9の該当欄をみる
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（５）設計基準強度 

設計計算に使用する吹付コンクリートの設計基準強度は、次の値を用いることを標準と

する。（コンクリートの設計基準強度 (σck)= 15N/mm2の場合） 

 1）鉄筋の計算をしない場合 

コンクリートの曲げ引張り応力度(σba)= 0.19N/mm2 

 2）鉄筋コンクリートとして計算する場合 

コンクリートの許容圧縮応力度(σca)= 5N/mm2 

コンクリートの許容せん断応力度(τa)= 0.33N/mm2 

コンクリートの許容付着応力度(τba)= 1.3N/mm2(異形鉄筋) 

= 0.65N/mm2(普通丸鋼) 

鉄筋の許容引張応力度(σsa)= 160N/mm2(異形鉄筋) 

= 140N/mm2(普通丸鋼) 

鉄筋の降伏強度(σsy)= 300N/mm2(異形鉄筋) 

= 240N/mm2(普通丸鋼) 

ただし、試験施工の結果や、十分な湿潤養生を行うなどして大きなコンクリート強度の

発現が可能となるように計画された場合は、これよりも大きな許容応力度を使用すること

もできる。また、型枠に使用する材料およびその固定金具などは設計計算からは除外し、

鉄筋コンクリートの最小かぶりの設計値は 4cm 以上とする。 

 

（６）モルタルの配合 

コンクリートの設計基準強度σck＝15N/mm2の場合のモルタルの配合は、表 5-11 の条件

で配合を決定する。 

 

表 5-11 配合条件       （のり枠指針 p37）      

水 セ メ ン ト 比   60%以下 

単位セメント量   400kg/m3以上 

コンシステンシー   JISR5201（セメントの物理試験方法）に示される 

フロー実験でフロー値 120 程度の硬練り。 

空 気 量   AE 剤または減水剤を用いた方がよい。一般的には 4%

程度を仮定する。 

 

（７）型枠の構造および取付け方法 

吹付枠工の型枠は、モルタルまたはコンクリートを密実に充填できる構造のものを使用

する。またのり面に凹凸がある場合には、吹付作業および硬化までに変状が生じない構造

および取付け方法を有するものでなければならない。 

金網を使用する場合には、線径2.0mm以上のもので網目は最小幅10mm程度を標準とする。 

また、すべり止め鉄筋は吹付けおよび硬化するまで型枠が変状を生じない程度に固定す

る。(図 5-7 参照) 
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4.3 現場打コンクリート枠工 

比較的整形が容易なのり面における小規模な崩壊などを防止するのり面に用い

る。 

のり枠指針 p43 

解 説 

 1）現場打コンクリート枠工は、地形や施工条件などの制約を受け、切土のり面の安定勾配が

とれない場合（のり長が長くなると安定勾配がとれない場合が多くなる）、または湧水を伴っ

たり、土質が良好でない場合に用いられるほか、節理、亀裂などの発達した岩盤、コンクリ

ート吹付工などで浮石を止めることのできない場合にも、ロックボルトやグラウンドアンカ

ーを併用することにより支保的機能を期待して適用される。一般にのり面勾配が 1:1.0 より

急なのり面に多く用いられる。（図 5-8 参照） 

 現場打コンクリート枠工には、表層崩壊防止タイプともたれ式擁壁タイプがあり、前者は

吹付枠工の計算に準じ、後者はもたれ式擁壁に準じた計算を行う。一般に、のり面勾配が１：

０．８より急なところに用いるものをもたれ式擁壁タイプとする。 

 2）現場打ちのり枠工には次のような設計基準強度σck（レディミクストコンクリートの場合

には呼び強度）のコンクリートを使用する。 

無筋コンクリートの場合 σck≧18N/mm2 

鉄筋コンクリートの場合 σck≧24N/mm2 

鉄筋の最小かぶりは 4cm 以上に設計することが望ましい。 

 3）枠のスパンは表 5-12 を目安とするが、崩壊の規模が大きい場合には、スパンを広くすると

ともに枠の断面を大きくして対応することができる。断面は、のり面勾配と縦枠に作用する

崩壊土塊などの荷重により図 5-9 を参考に検討する。 

基礎は、本編 pⅣ-80 により決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-8 現場打コンクリート枠工の例 （単位：ｍ） （新斜面崩壊 p182） 

図 5-7 吹付枠工に使用するすべり止め鉄筋、金具類 

（のり枠指針 p42） 



Ⅳ-44 

 

表 5-12 現場打コンクリート枠工における地質と枠スパンの関係 

（建設省土木研究所の調査資料による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-9 施工例からみた現場打コンクリート枠工ののり面勾配とのり枠の断面の関係 

（建設省土木研究所の調査資料による） 

 

 

のり面勾配 

の
り
枠
の
断
面
（
幅
）
 
b，
(c
m)
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第 6 章 吹付工 
第 1節 総  則 

吹付工は、斜面の侵食を防止するとともに，斜面を外気および雨水などから遮断

することにより風化を防止し、斜面を形成する地盤の強度低下を防ぐことを目的と

する。 

河砂技.設 p76 

解 説 

吹付工は、切土した時点で安定しているのり面に、湧水がなく当面崩落する恐れはないが、風

化しやすい岩、風化してはく落する恐れのある岩、土丹などで植生工が適当でないのり面の風化、

侵食を防止するとともに、地表水が切土のり面に浸透することを防止して、のり面を形成する地

盤の強度低下を防ぐことを目的とする。 

切土した時点では安定した外観をしているが、切りっぱなしの状態でおくと著しく風化が進み

やすい岩質とか、すでにある程度風化が進行していて、崩落の恐れのある岩盤で植生工やプレキ

ャストのり枠工程度では不十分な場合の斜面の保護をする。 

ただし、地質的には複雑で、また、脆弱である場合については、他の工法を十分比較検討し注

意する。 

 

第 2節 吹付工の設計 

2.1 設計 

吹付工における吹付厚は、切土のり面の勾配、凹凸の程度、岩質、割目とその方

向、のり面の緩み、風化の程度、気象、地形、斜面の安定性、施工性、経済性を考

慮して設計する。 

河砂技.設 p76 

解 説 

吹付工の設計上の留意点および構造を以下に示す。 

（１）留意点 

 1）湧水がない岩盤で、亀裂が小さく崩壊が予想されないところに適している。湧水が多いと

吹付けされた層と地盤との間の密着、一体化が阻害され、さらに凍結・融解を繰り返すこと

によって剥離をきたすため、このような箇所での吹付工の施工に際しては、湧水処理を行う

必要がある。 

 2）年間を通じて最高・最低の温度に激しい差がある地方では、吹付工（特に厚さが薄いモル

タル吹付工）の耐久性に問題が多い。 

 3）斜面に繁茂している草樹木類をすべて伐採することになり、照り返しが強くなるため、斜

面に近接する家屋の住民が吹付工施工前より暑さを感じるなどの問題が発生することがある。 

 4）草樹木類がなくなることにより周囲との調和がとれず、著しく環境を損なう場合は緑化を

検討する。 

 

（２）吹付厚 

 1）勾配が 1：0.3 程度の斜面では 7～10cm のモルタル吹付とする。 
 2）1：0.5 程度の軟岩などの斜面では 10～15cm のコンクリート吹付とする。 

 3）硬岩より軟岩の方が吹付厚の厚い場合が多い。 

 4）寒冷地においては、15cm 以上の厚さを採用している例もある。 

 5）15cm 以上の場合には、図 6-1 に示すように補強鉄筋を入れる。 
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（３）補強（図 6-1 参照） 

切土後ののり面の状態は、一般にのり面全体が均質なことは少なく、風化の著しい部分、

土の部分などが介在しており、場所により気温の変化による膨張・収縮などが若干異なる

ので、吹付層の中間付近に原則として鉄筋を入れた上に、ワイヤーラス、ワイヤーメッシ

ュなどの補強金網を張り付けたり、桁吹付工または部分的に特殊現場打のり枠工を組み入

れる。 

 1）アンカーピンはＤ16～22 の鉄筋で、長さ 50～100cm のものを 0.5～2 本/ｍ2に設置する｡ 

 2）補助アンカーピンはφ9～13mm、長さ 15～30cm を 1～3本/ｍ2を目安に設置する。 

 3）検測ピンは吹付厚さの管理を行うために 1本/2ｍ2程度を目安に設置する。 

 4）ラスはコンクリートなどのスペーサーを使用し、地山から離すよう設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）伸縮目地および水処理 

 1）伸縮目地はのり面縦方向に 5～10ｍ間隔（標準 10ｍとする。）で設置する（図 6-2 参照）。 

 2）のり面の安定を保つためには水処理が必要であり、湧水などが局所的にある場合などは図

6-3、図 6-4 のような処理方法などを行う。 

 3）その他の箇所については水抜きパイプを設置し背面の浸透水などを排除する。 

 4）水抜きパイプは外径φ50mm（ＶＰ50）以上で、2～4ｍ2に１本程度を目安に設置する。 

 

 

 

 

伸縮目地材（厚さ 10mm 程度） 

 

 

図 6-2 伸縮目地の一例（断面図） （新斜面崩壊 p193） 

 

図 6-1 コンクリート吹付工の一例（単位：m） 

（新斜面崩壊 p192） 

エラスタイトなどの目地材（t=10mm 程度） 
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（上記両図とも新斜面崩壊 p193）   

 

（５）のり肩およびのり尻の処理 

 1）のり肩では地山に沿って吹付工を巻き込み、吹付工の上には水路工を設けることが望まし

い。(図 6-5 参照) 

 2）吹付工ののり尻では、吹付工表面の流水による侵食を防止するため、排水路と一体となる

ように設計する。(図 6-6 参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

図 6-5 のり肩の処理の一例 図 6-6 のり尻処理の一例 

（上記両図とも新斜面崩壊 p193） 

図 6-4 湧水処理の一例

水（のり面外へ）

ドレンパイプ

湧水箇所 集水マット 

暗渠

図 6-3 水処理の一例（断面図） 

コンクリート吹付 

ドレンパイプ 

ドレンマット

断熱材
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2.2 環境配慮 

吹付工採用による周辺環境への影響に配慮する。 

新斜面崩壊 p195 

解 説 

 1）風化防止のためのモルタル吹付などを施工することによって、周辺の環境との不釣り合い

を生じる場合は、緑化を検討する。（図 6-7 参照） 

 2）緑化対策の一例として、途中にポット状の構造を設ける方法、ツタなどの植物をはわせる

方法、のり枠などの併用により厚層基材を吹付ける方法などがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-7 のり面の緑化工の一例  （新斜面崩壊 p195） 
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第7章 擁壁工 

第 1節 総   則 

1.1 目的 

擁壁工は、斜面下部の安定、小規模崩壊の抑止、のり面保護工の基礎、崩壊土砂の

しゃ断（人家におよぶことを防止する）、押さえ盛土の補強などを目的とする。 

河砂技.設p83 

 
1.2 選定 

擁壁工の主なものとして以下に示すものがあり、経済性・施工性・地盤条件を考

慮して選定する。 

①石積・ブロック積擁壁、②重力式コンクリート擁壁、③もたれ式コンクリート

擁壁、④待受式コンクリート擁壁、⑤井桁組擁壁 

新斜面崩壊 p197 

解 説 

基礎地盤が堅牢な場合には背後地の地盤条件、施工性、経済性などを考慮して、重力式コン

クリート擁壁、もたれ式コンクリート擁壁などを計画する。基礎地盤が軟弱で湧水が多い場合

には、井桁組擁壁工などの屈撓性のある工法を計画する。各擁壁工の特徴および選定の目安を

以下に示す（表 7-1 参照）。 

① 石積・ブロック積擁壁 

石あるいはブロックを積み重ね、のり勾配を1：1.0よりも急にした簡易擁壁で、のり勾

配、のり長および線形を自由に変化させることができる。のり留および構造物との取り合

いなどが容易で、従来から用いられているが、土圧の大きい所では採用しない。 

② 重力式コンクリート擁壁 

自重により土圧を支持するコンクリート製の擁壁で、基礎地盤が良好である場合に使用

される。また他の構造物の基礎としても使われることが多い。 

③ もたれ式コンクリート擁壁 

自立できないコンクリート製の擁壁で、擁壁背面が比較的良好な地山の場合に採用され

る。狭い場所、人家密集地帯では小土工で施工できる利点がある。 

④ 待受式コンクリート擁壁 

構造的には重力式擁壁工と同じものであり、小規模な崩壊が生じても擁壁背面に設けら

れているポケットで止めて人家などに被害を及ぼさないようにするものである。この工法

は斜面地山の切土量が比較的少なくてポケットを確保できる。 

⑤ 井桁組擁壁 

基礎地盤が軟弱で斜面に湧水が多い場合に用いられる。 
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表 7-1 擁壁工の選定の目安の一例     （道路擁壁工 p11～12） 

 

 

 

種  類 形  状 一般的な適用高さ 特  徴 採用上の留意点 

ブロック積（石積）

擁壁 

 

 

 

 

 

 

 

・7m 以下（直高によ

り勾配や裏込厚な

どが変わる） 

・大型ブロック積の

場合は 15m 程度ま

で可能なものもあ

る。 

・のり面下部の小規

模な崩壊の防止、

のり面の保護に用

いる。 

・背面の地山が締ま

っている場合や背

面土が良好である

など土圧が小さい

場合に用いる。 

・原則として急傾斜

地の対策には用い

ない。 

・重力式擁壁 

・待受式擁壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原則として 5m 以

下とする。 

・自重によって土圧

に抵抗する。 

・底版反力が大きい

ため支持地盤が良

好な箇所に用い

る。 

・杭基礎となる場合

には適していな

い｡ 

もたれ式擁壁  

 

 

 

 

 

 

 

・原則として 8m 以

下とする。 

・15m 程度まで用い

られた例がある。

・地山あるいは裏込

め土などに支えら

れながら自重によ

って土圧に抵抗す

る。 

・支持地盤は岩盤な

どの堅固なもの

が望ましい。 

・8m を越える場合は

地震時の検討を

行う。 

井桁組擁壁  

 

 

 

 

・15m 程度以下 ・プレキャストコン

クリートなどの部

材を井桁状に組み

中詰材を充填する

もので透水性に優

れる。 

・部材および中詰材

の重量により水平

荷重に抵抗する。 

・たわみ性壁に働く

土圧の詳細が不

明であるため、設

計に際しては相

当十分な安全率

を考慮する必要

がある。 

・原則として急傾斜

地の対策には用

いない。 
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1.3 位置 

擁壁工は、施工時に斜面下部の切り取りをできるだけ避けるような位置に設置す

る。 

河砂技.設 p83 

解 説 

擁壁は原則として斜面下部(脚部)に設置するが、斜面中段に基礎となる堅固な地盤が得られ、

擁壁の設置が斜面全体の安定に悪影響がない場合で、下部の斜面に崩落の恐れがなく、想定さ

れる崩壊が上部斜面、下部斜面で独立している場合には、斜面中段に擁壁を設置することがで

きる。 

 
 
1.4 排水 

擁壁工を設置する場合は、背面からの浸透水を十分排水させるよう措置しなければ

ならない。 

河砂技.設 p83 

 
 
1.5 設計諸定数の設定 

擁壁設計に用いる設計諸定数を以下に示す。 

（１）土圧などの計算に用いる定数 

 1) 土のせん断定数 

 2) 土の単位体積重量 

（２）衝撃力の計算に用いる定数 

 1) 崩壊土砂の移動の力 

 2) 待受け擁壁における衝撃力緩和係数 

（３）基礎の支持力計算に用いる定数 

 1) 地盤の許容支持力 

 2) 基礎底面と地盤との間の摩擦角φBと付着力 CB 

 3) 杭基礎の支持力計算に用いる定数 

（４）全体の安定の検討に用いる定数 

（５）沈下の検討に用いる定数 

（６）地盤の液状化の判定に用いる定数 

（７）許容応力度他 

道路擁壁工 p18 
解 説 
（１）土圧などの設計に用いる定数 

擁壁設計に用いる土圧は、原則として土質試験および標準貫入試験を行うなど十分に検討

して求められた定数により算出する。 

粘着力Ｃを期待する場合は、施工中の地盤の乱れの影響などを考慮し、過大評価にならな

いよう注意する必要がある。 
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1) 土のせん断定数 

① 一軸圧縮試験によるせん断定数 

粘性土の場合、一軸圧縮試験によって粘着力Ｃを求める。 

uq
2

1
Ｃ=   ···················································· 式 7-1  

ここに Ｃ：粘着力(kN/m2) 

qu：一軸圧縮強さ(kN/m
2) 

② 三軸圧縮試験によるせん断定数 

粘性土、砂質土については乱さない試料、突き固めた試料ともに圧密非排水三軸試

験を行い、Ｃ、φを求める。 

この時のせん断強さは式 7-2で示される。 

Ｓ＝Ｃ＋σtanφ ·············································· 式 7-2 

ここに Ｓ：せん断強さ(kN/m2) 

 σ：せん断面に作用する全垂直応力(kN/m2) 

 Ｃ：土の粘着力(kN/m2) 

 φ：土の内部摩擦角(度) 

③ 標準貫入試験によるＮ値から推定するせん断定数 

標準貫入試験によるＮ値から、式 7-3、式 7-4 により求めた値を用いてもよいが、

礫質土の場合にはＮ値を過大評価しないようにする。 

粘性土の粘着力     : Ｃ = 6Ｎ ～ 10Ｎ (kN/m2) ················ 式 7-3 

砂質土の内部摩擦角： += 45≦Ｎ15・15φ   ただし、Ｎ > 5······ 式 7-4 

Ｃ：土の粘着力 (kN/m2) 

φ：土の内部摩擦角 (度) 

④ 裏込め土のせん断定数 

裏込め土のせん断定数は原則として土質試験により求める。ただし高さ 8m 以下の

擁壁については表 7-2 の値を用いてもよい。 

 

表 7-2 裏込め土のせん断定数      （道路擁壁工 p19）     

裏 込 め 土 の 種 類 内部摩擦角(φ) 粘着力(Ｃ) 注 2) 

礫 質 土注1) 35° － 

砂 質 土 30° － 
粘性土(ただしωL<50%)

注 3) 25° － 
注 1) きれいな砂は礫質土の値を用いてもよい。 
注 2) せん断定数をこの表から推定する場合、粘着力Ｃを無視する。 
注 3) ωLは液性限界 
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⑤ 崩積土砂のせん断定数 

過去の災害からの再現計算によりせん断定数が求められない場合は、表 7-3 の値を用

いてもよい。 

 

表 7-3 崩積土砂の単位体積重量と内部摩擦角 

土質分類 
単位体積重量 
（γ：kN/m3） 

内部摩擦角 
（φ：度） 地質の適用・地盤の状態 

礫質土 18 35 

中・古生層 

・風化、ゆるみが進んだ岩盤。 

花崗岩類 

・節理面沿いに風化が進み、玉石状風化が進む。 

湖東流紋岩類 

・風化し、ゆるみが進んだ岩盤。 

鮎河層群 

・分布域全体に適用する。 

古琵琶湖層群 

・固結した粘土、砂層からなる。 

石灰岩礫層 

・分布域全体に適用する。 

段丘堆積物・崖錐層 

・礫を主体とする。 

砂質土 17 30 

中・古生層 

・風化し、全体に土砂化が進む。 

花崗岩類 

・全体にマサ土化が進む。 

湖東流紋岩類 

・風化し、全体に土砂化が進む。 

古琵琶湖層群 

・軟質な砂層および砂・粘土の互層からなる。 

段丘堆積物・崖錐層 

・砂を主体とする。一部、粘土を挟むこともある。 

25 
古琵琶湖層群 

・軟質な粘土層からなる。 

粘性土 17 

20 

中・古生層 

・石灰岩地域にみられる風化残留土 

花崗岩類・湖東流紋岩類など 

・規模の大きな変質帯や特に脆弱な断層破砕帯 

（土基調指針 p40）   

 

2) 土の単位体積重量 

土圧の計算に用いる土の単位体積重量γ(kN/m3)は、原則として土質試験により求める。

ただし高さ 8m 以下の擁壁については表 7-3 および表 7-4 の値を用いてもよい。 

 

表 7-4 土の単位体積重量 (kN/m3)  （道路擁壁工 p20） 
地  盤 土     質 緩いもの 密なもの 

砂および砂礫 18 20 

砂質土 17 19 自然地盤 

粘性土 14 18 

砂および砂礫 20 

砂質土 19 盛  土 

粘性土(ただしωL<50%) 18 

注) 地下水位以下にある土の単位体積重量は、それぞれ表中の値から 9kN/m3を差し引いた値としてよい。 
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（２）衝撃力の計算に用いる定数 

 1）崩壊土砂の移動の力 

過去の災害からの再現計算により土質定数が求められない場合は、表 7-5 の値を用いて

崩積土砂の移動の力を求めてもよい。 

① 作 用 位 置：崩積土砂による衝撃力は、崩積土砂の先頭部が裏込め土の地表面

から水平方向に擁壁背面に作用させる（図 7-1 参照）。 

② 移 動 の 高 さ：崩積土砂の移動の高さは、近隣の崩壊実績、地質調査などの結果

から最大崩壊深の推定が可能な場合は、最大崩壊深の 1/2 とする。

推定が困難な場合は、これまでの本県の災害実績、地質調査結果

などから定めている下記の値を用いる。 

最大崩壊深：2m 

移動の高さ：1m 

（注：擁壁背面の空き高さは崩積土砂の移動高さ以上を確保す

る。） 

③ 衝撃力の算出：衝撃力は式 7-5 により算出する。 

④ 安定計算の検討：衝撃力の作用時の安定性の検討には、衝撃力作用時間が短時間で

あるため、崩積土砂の自重は無視して安定計算を行う。 

急傾斜地の崩壊の移動による力(Fsm)は、式 7-5 により計算する。 

( )( ) ( )⎢
⎣

⎡

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

---= θdθucossinθuH/hsma2exp1
a

bu
hsmgρmFsm 2

 

( ) ( )( )]X/hsma2exp1
a

bd
X/hsma2exp --+- ·············· 式 7-5 

 

式 7-5 における半数は以下に示すとおりである。 

( )
fb

1C1σ

2
a

+-
= ····································· 式 7-6 

( )
( ) ⎭

⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

+-

-
-= tanφ

1C1σ

C1σ
tanθucosθubu ··············· 式 7-7 

( )
( ) ⎭

⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

+-

-
-= tanφ

1C1σ

C1σ
tanθdcosθdbd ··············· 式 7-8 

Fsm：急傾斜地の崩壊に伴う土石などの移動により建築物の地上部分に作用すると

想定される力の大きさ(kN/m2) 

bu、bd：b の定義式に含まれるθにそれぞれθu、θdを代入した値 

X：急傾斜地の下端からの水平距離(m) 

H：急傾斜地の高さ(m) 

hsm：急傾斜地の崩壊に伴う土石などの高さ(m) 

このとき、hは 1.0m（ただし、堆積勾配での堆積土砂高が 1.0m 未満の場合は

堆積勾配での堆積土砂高さを用いる）。 

θ：傾斜度(度) 

θu：急傾斜地の傾斜度(度) 
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θd：当該急傾斜地の下端からの平坦部の傾斜度(度) 

注）擁壁は通常敷地を平坦にして施工するのが普通であることから、原則とし

てθd＝0 とする（ただし、傾斜度を有したまま施工することが明らかと判断

される場合には、その傾斜度を用いて計算する）。 

ρm：土石などの密度(t/m3)              （表 7-5 参照） 

g：重力加速度(m/s2) 

σ：急傾斜地の崩壊に伴う土石などの比重      （表 7-5 参照） 

C：急傾斜地の崩壊に伴う土石などの容積濃度    （表 7-5 参照） 

fb：急傾斜地の崩壊に伴う土石などの流体抵抗係数  （表 7-5 参照） 

φ：急傾斜地の崩壊に伴う土石などの内部摩擦角(度) （表 7-5 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-1 衝撃力作用位置 （待受擁壁設 p7） 

 

 

表 7-5 崩積土砂の移動の力の算定に用いる土質定数の一覧 

項  目 記  号 単  位 設 定 値 

土石などの比重 σ － 2.6 

土石などの容積濃度 c － 0.5 

土石などの密度 ρm t/m3 1.8 

土石などの内部摩擦角 φ 度 20～35 

土石などの流体抵抗係数 fb － 0.025 

建築物の壁面摩擦角 δ 度 φ×2/3 

（土基調指針 p39）       

  

2）待受け擁壁における衝撃力緩和係数 

崩壊土砂による衝撃力が擁壁に作用した場合、擁壁の変位（回転変位、水平変位）や崩

壊土砂の作用深さが擁壁の延長に対して一様でないなどのことにより、単位長さ当たりに

作用する衝撃力が緩和されると考えられる。 

衝撃力緩和係数はこのような点を考慮し、被災実態に基づき検討した値として、α＝0.5

を用いる。 

 

 

H 

hsm/2 

hsm 

θd 

θu 

X 

F=α･Fsm 
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（３）基礎の支持力計算に用いる定数 

 1）地盤の許容支持力(kN/m2) 

地盤の許容支持力は原則として土質試験より求める。ただし高さ 8m 以下の擁壁について

は表 7-6 の値を用いてもよい。 

衝撃力作用時、崩壊土砂堆積時および地震時は、表 7-6 の値を 1.5 倍したものを用いて

もよい。 

標準貫入試験のＮ値から、目安として地盤の許容支持力を求める方法に関しては参考資

料編 pⅥ-232 を参照すること。 

 

表 7-6 支持地盤の種類と許容支持力度（常時値） （道路擁壁工 p21） 

備        考 

支持地盤の種類 

許    容 

支持力度 

qa 

(kN/m2) 

qu 

(kN/m2) 
N 値 

岩 盤 

亀裂が少ない均一な硬岩 

亀裂の多い硬岩 

軟岩・土丹 

1000 

600 

300 

10000 以上 

10000 以上 

 1000 以上 

－ 

－ 

－ 

砂 礫 
密なもの 

密でないもの 

600 

300 

－ 

－ 

－ 

－ 

砂 質 
密なもの 

中位なもの 

300 

200 

－ 

－ 

30～50 

20～30 

粘性土 
非常に堅いもの 

堅いもの 

200 

100 

200～400 

100～200 

15～30 

10～15 

注)N 値は標準貫入試験の N値を示す。 

 2）基礎底面と地盤との間の摩擦係数μと付着力 CB（kN/m
2） 

基礎底面と地盤との間の摩擦係数μは高さ 8m 以下の場合は表 7-7 を用いても よい。土

質試験を行った場合は表 7-8 により求める。付着力 CBは原則として考慮しない。 

また、土のせん断定数は、地震時でも常時と同じであると考えてよい。 

 

表 7-7 基礎底面と地盤との間の摩擦係数と付着力（土質試験をしない場合）（道路擁壁工 p21） 

せん断面の条件 支持地盤の種類 摩擦係数μ＝tanφB 付着力 CB 

岩または礫とコンクリート 
岩 盤 

礫 層 

0.7 

0.6 

考慮しない 

考慮しない 

土と基礎のコンクリートの間に

割り栗石または砕石を敷く場合 

砂 質 土 

粘 性 土 

0.6 

0.5 

考慮しない 

考慮しない 

注) プレキャストコンクリートでは、基礎底面が岩盤であっても、摩擦係数は 0.6 を越えないものとする。 

 
表 7-8 擁壁底版と地盤との間の摩擦角φB、CB（C・φが算定される場合） （道路擁壁工 p21） 

摩擦角φB 
擁壁製作方法 

 基礎地盤が土 
付着力 CB 

場所打ちコンクリート擁壁の場合 φB＝φ μ≦0.6 ※ 

プレキャストコンクリート擁壁の場合 
φB＝(2/3)φ 

かつμ≦0.6 
－ ※ 

 
但し、基礎コンクリートおよび敷きモルタル

が良質な材料で適切に施工されている場合 

φB＝φ 

かつμ≦0.6 
－ ※ 

ここに、摩擦係数μ≦tanφB 

※：施工時の地盤の乱れなどを考慮して決定する。（一般には考慮しない） 
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3）杭基礎の支持力計算に用いる定数 

杭基礎の支持力計算に用いる地盤定数は、「道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編」を参照

すること。 

 

（４）全体の安定の検討用いる定数 

擁壁などを含めた地盤全体の長期安定を検討するときは一般に円弧すべりの計算を行う。 

安全率は式 7-9 により求める。 

有効応力表示の場合、 

( ){ }
sinθW⊿

uWcosθtanφ''Ｃ
Fs

∑
-+∑

=
ll
·······························  式 7-9  

ここに、 

Ｃ’:有効応力表示に関する仮想すべり面における粘着力(kN/m2) 

φ’:有効応力表示に関する仮想すべり面における内部摩擦角(度) 

⊿W :土の細片の重量(kN/m) 

u   :間隙水圧(kN/m2) 

θ  :細片底面が水平面となす角(度) 

l   :細片底面の長さ(m) 

全応力度表示の場合、 

( )
sinθW⊿

tanφWcosθ⊿Ｃ
Fs

∑
+∑

=
l

······  式 7-10   

Ｃ：すべり面の粘着力(kN／m2) 

φ：すべり面の内部摩擦角(度) 

 

（５）沈下の検討に用いる定数 

軟弱地質上の擁壁で、圧密沈下に対する検討が必要となる場合は、「道路土工－擁壁工指針」

などの関連文献を参照すること。 

 

（６）地盤の液状化の判定に用いる定数 

液状化性地盤の判別のためには様々な手法があるが、ここでは微地形やＮ値による簡易な

判定手法を示す。 

 1）地形・地質などに基づいた概略の判別 

過去の地震時の被災記録などから、沖積低地、旧河道、埋立地などの飽和した緩い砂

質地盤では、特に液状化が生じやすい。 

 2）Ｎ値、粒度試験結果などに基づく概略の判別 

諸指針に用いられた限界Ｎ値の特性および液状化を生じやすい粒度分布の特性を組合

わせた種々のものがある。 

なお、具体的な検討を行う場合には「道路土工－軟弱地盤対策工指針」を参考にする。 

 

（７）許容応力度他 

 1）鉄筋コンクリート部材 

鉄筋コンクリート部材に用いるコンクリートの設計基準強度は、24N/mm2を標準とする。 

各設計基準強度に対するコンクリートの許容圧縮応力度、許容せん断応力度および許容

付着応力度は、表7-9(1)に示す値とする。 

図 7-2 すべり面 

（新斜面崩壊 p203）
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表 7-9(1) コンクリートの許容応力度     (N/mm2) 

コンクリートの設計基準強度 21 24 27 30 

曲げ圧縮応力度 7 8 9 10 
圧縮応力度 

軸圧縮応力度 5.5 6.5 7.5 8.5 

コンクリートのみでせん断

力を負担する場合 
0.36 0.39 0.42 0.45 

斜引張鉄筋と協同して負担

する場合 
1.6 1.7 1.8 1.9 せん断応力度 

押抜きせん断応力度 0.85 0.9 0.95 1.0 

付着応力度 異形棒鋼に対して 1.4 1.6 1.7 1.8 

注)許容付着応力度は直径 51mm 以下の鉄筋に対して適用する。 

（道路擁壁工 p49） 

 2）無筋コンクリート部材 

無筋コンクリート部材に用いるコンクリートの設計基準強度は、18N/mm2を標準とする。 

コンクリートの各許容応力度は表 7-9(2)に示す値とする。 
 

表 7-9(2) 無筋コンクリートの許容応力度     (N/mm2) 

応力度の種類 許容応力度 備   考 

圧縮応力度 4.5 
4

cks
≦5.5 

曲げ引張応力度 0.225 
80

cks
≦0.3 

せん断応力度 0.33 
100

cks
＋0.15 

支圧応力度 

（全面載荷） 
5.4 cks0.3 ≦6 

（道路擁壁工p50） 

 3）鉄筋 

鉄筋コンクリート部材に用いる鉄筋は、SD345を標準とする。 

各種類の鉄筋の許容応力度は表 7-10 に示す値とする。 
 

表 7-10 鉄筋の許容応力度     (N/mm2) 

鉄 筋 の 種 類 
SD295A 
SD295B 

SD345 

一般部材  注 1) 180 180 荷重の組合せに衝突荷重あるいは

地震の影響を含まない場合 厳しい環境下の部材  注 2) 160 160 

荷重の組合せに衝突荷重や地震の影響を含む場合の許容応力度

の基本値 
180 200 

引

張

応

力

度 鉄筋の重ね継手長あるいは定着長を算出する場合 180 200 

圧  縮  応  力  度 180 200 

注 1)通常の環境や常時水中、土中の場合  

注 2)一般の環境に比べて乾湿の繰り返しが多い場合や有害な物質を含む地下水位以下の土中の場合（海洋環境などでは別

途かぶりなどについて考慮する） 

（道路擁壁工 p52） 

 

ガス圧接継手の許容応力度は、十分な管理を行う場合、母材の許容応力度と同等として

よい。その他の材料の許容応力度などについては関連文献を参照すること。 
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4）荷重の組合せによる許容応力度の割増し 

地震の影響、風荷重、衝撃力および堆積土圧を考慮した場合の許容応力度は、表 7-9(1)、

表 7-9(2)に規定する許容応力度に、荷重の組合せに応じて表 7-11 に示す割増し係数を乗

じた値とする。 

 

表 7-11 許容応力度の割増し係数 

荷重の組合せ 割増し係数 

地震の影響を考慮する場合 1.50 

風荷重を考慮する場合 1.25 

衝撃力および堆積土圧を考慮する場合 1.50 

 

1.6 設計外力 

擁壁の設計で考慮する外力は、自重、載荷重、土圧、地震時の影響および崩壊土砂

の衝撃力であり、各検討ケースにより外力を組合せて作用させる。 
道路擁壁工 p25、新斜面崩壊 p205、待受擁壁設 p5 

解 説 

各検討ケース毎の作用荷重の組合せを、表 7-12 に示す。 

 

表 7-12 荷重組合せ一覧表    （待受擁壁設 p5 を修正加筆） 

作用荷重 平常時 地震時 衝撃力作用時 崩壊土砂堆積時 

①擁壁自重(W) ○ ○ ○ ○ 

②載荷重（活荷重）(q) ○ ○   

③常時土圧(Pa) ○  ○ ○ 

④崩壊土砂の堆積土圧(Pd)    ○ 

⑤-1 地震時慣性力(kh･W)  ○   

⑤-2 地震時土圧(Pae)  ○   

⑥崩壊土砂の衝撃力   ○  

形  状  図 

 

 

 

 

 

 

   

注)・地震時の検討は擁壁高が 8m を超えるものおよび重要度の高い擁壁について考慮する。 

・載荷重（活荷重）は状況に応じて考慮する。 
・落石による衝撃荷重を考慮する場合は「H12 年落石対策便覧」を参照すること。 

 

各荷重の基本的な考え方を以下に示す。 

（１）擁壁自重 Ｗ 

自重の算出に用いる鉄筋コンクリートおよび無筋コンクリートの単位体積重量は、近隣施

設の施工実績により求める事が望ましいが、一般に次の値を用いてよい。 

・鉄筋コンクリート 24.5kN/m3 

・無筋コンクリート 22.5kN/m3 

 
 

土圧土圧 土圧 土圧
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（２）載荷重 q 

設計に用いる載荷重として活荷重などを考慮する場合は、以下の値を用いる。 

・活荷重   q＝10 kN/m2（道路擁壁工 p26 参照） 

（３）常時土圧 Pa 

一般に擁壁の安定検討には主働土圧を用いる。 

斜面における土圧の分類 

斜面において擁壁に作用する常時土圧は以下の５種類に分類できる（図 7-3 参照） 

 1）曲線すべり土塊による土圧 

 2）直線すべり土塊による土圧 

 3）盛土部擁壁に作用する土圧 

 4）表土の影響を考慮した土圧 

 5）長大のり面を有する擁壁に作用する土圧 

地山に接近して重力式擁壁やもたれ式擁壁を設置することが多い斜面崩壊防止工事では、

すべり面を正しく想定し斜面の全体的な範囲で土圧を検討することが必要である。 

 

土 圧 1）曲線すべり土塊による土圧 2）直線すべり土塊による土圧 

模式図 

 

 

 

 

 

 

 

適 用 
円弧すべり面の場合には簡便法（スライス法）が

用いられる。 

裏込め材による土圧およびポケット容量の小さな待

受け擁壁にゆっくりと堆積した土塊からの土圧｡ 

土 圧 3）盛土部擁壁に作用する土圧 4）表土の影響を考慮した土圧 

模式図 

 

 

 

 

 

 

 

適 用 
盛土部からの土圧およびポケット容量の大きい待

受け擁壁にゆっくりと堆積した土塊からの土圧。

基岩の上に表土および崩積土が堆積した場合の土

圧。残斜面が 5m 未満の土圧。θは標準 30°とする。

土 圧 5）長大のり面を有する擁壁に作用する土圧  

模式図 

 

 

 

 

 

 

 

適 用 

かさ上げ盛土高比（H1/H）が 1 を越える場合でも（H 

＋H1）が 15m までは、（H1/H＝1）として土圧を計算

してもよい。 

 

 

図 7-3 斜面における土圧の分類 （新斜面崩壊 p206 を修正加筆） 
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 1）曲線すべり土塊による土圧 

曲線すべり面を有する場合の土圧を求める基本的な考え方は、想定すべり面において安

定度を検討（安全率を求める）し、それが擁壁工などの抑止力により所定の安定度（計画

安全率）となるのに必要な抑止力を求めることによって設計外力として土圧を考える。 

安定度の検討には想定すべり面の形により、以下の計算方法が用いられる。 
①円弧すべり面を有するものは、一般に簡便法(スライス法)が用いられる。 

②非円弧すべり面(複合すべり面)を有する場合の代表的な計算法にはヤンブー(Janbu)

の方法などが用いられる。 

斜面の現況安全率をFS=0.95～1.00（計画編pⅢ-11参照）とし、その崩壊形態から円弧す

べり法または、直線すべり法により逆算法でせん断定数を求める。求められたせん断定数

を用いて斜面安定計算を実施し、所定の安全率を保持できる抑止力(求めるべき土圧)Ｐr

を計算する(図7-4参照)。 

なお、逆算法については参考資料編 pⅥ-226を参照すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 抑止力の算定式は、有効応力表示の場合は式 7-11、全応力表示の場合は式 7-12である。 

 （有効応力表示） 
  

                                            ··················· 式 7-11 
 

ここに、Ｃ’:有効応力表示の土の粘着力(kN/m2) 

φ’:有効応力表示の土の内部摩擦角(度) 

⊿W :スライスの細片の重量(kN/m) 

u   :スライス底面の間隙水圧(kN/m2) 

l   :細片底面の長さ(m) 

 （全応力表示） 
 

                    ························ 式 7-12 
 

ここに、Ｃ  :全応力表示の土の粘着力(kN/m2) 

φ  :全応力表示の土の内部摩擦角(度) 

計画安全率（Ｆsp）は原則として1.2以上とする。 

また、地震時では、1.0以上として検討を行う。 

 

Ｐr 

図 7-4 抑 止 力 

（新斜面崩壊 p206） 

( ){ }
sinθW⊿

Ｐtanφ'uWcosθ⊿'Ｃ
F ｒ
sp ∑

+-+∑
=

ll

( )
sinθW⊿

ＰtanφWcosθ⊿Ｃ
F r
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2）直線すべり土塊による土圧 

設計に際しては通常粘着力は無視する。ただし、土質試験などにより長期に亘って確実

に粘着力が期待できる場合は考慮することができる。 

① 直線すべり面を有する場合 

直線すべり面を有する場合の土圧は、擁壁の背後に切土面など裏込め土と異質面の境界

面が接しており、土圧の大きさが境界面の存在を受け通常の盛土部の場合と異なってくる。 

また、切土面自体が安定していると判断される場合には、裏込め土のみによる土圧を考

慮すればよいが、この場合でも通常の盛土擁壁における土圧に比較して切土面の位置、勾

配、粗度、排水面などの状態により大きく変化する場合がある。図7-5に直線すべり土塊か

らの土圧の基本的な考え方を示す。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図7-5 直線すべり土塊からの土圧の解析  （新斜面崩壊p208） 

 

（通常は粘着力を無視） 
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② 明確にすべり面が特定できない場合（試行くさび法） 

すべり面の位置が特定できない場合には図7-6に示すように、すべり面が特定される場

合の土圧の算定方法を用いて異なるすべり面で数回繰り返して最大土圧を与える断面を

決定し、そのときの土圧を作用土圧とする。 図7-6に試行くさび法による土圧の基本的

な考え方を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7-6 試行くさび法による土圧の算定  （新斜面崩壊p210） 

 

 

 

 

 

（通常は粘着力を無視） 

Ｃ：土の粘着力 
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3）盛土部擁壁に作用する土圧 

盛土部擁壁とは、擁壁裏込め部分の地形に特殊な条件のない一般的な平地部の擁壁をい

う。山岳地帯の斜面や切土部に設けられる擁壁の場合でも、切土部の勾配が緩く、その位

置が擁壁背面に接近していないなどの理由で土圧に影響を与えることが少ないとみなせる

場合には盛土部擁壁として考えることができる。 

通常の擁壁に作用する土圧は試行くさび法により算定する。 

試行くさび法はクーロン土圧を図解によって求める方法の一つであるが、擁壁背面の盛

土形状が一様で裏込め土の粘着力がない場合の単位幅当たりの壁面に作用する土圧は、ク

ーロンの主働土圧と一致する。（φ<βの場合は、クーロン土圧公式は適用できない。） 

参考として試行くさび法により算定した土圧係数を図 7-8(1)～(4)に示す。 

また、クーロン土圧公式算定モデルを図 7-7 に示す。 

 

〇参 考 

クーロン公式 

単位幅の壁面に作用する主働土圧合力(PA)は式 7-13 で与えられる(図 7-7 参照)。 

2
AA HγK

2

1
P =  ·················································  式 7-13 

( )

( ) ( ) ( )
( ) ( )

2

2

2

A

βφcosδαcos

βφsinδφsin
1δαcosαcos

αφcos
K

⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩

⎪
⎨
⎧

-+

-+
++

-
=  ·····················  式 7-14 

ただし、φ-β＜0の場合、sin(φ-β)=0 

ここで、 

KA ：主働土圧係数 

γ：裏込め土の単位体積重量(kN/m3) 

H ：土圧計算に用いる壁高(土圧作用面の高さ)(m) 

α：壁背面と鉛直面のなす角(度) 

β：裏込め表面と水平面のなす角(度) 

φ：裏込め土の内部摩擦角(度) 

δ：壁面摩擦角(度) 

重力式擁壁のように土圧が壁面に直接作用する場合はδ＝2／3・φを標準とする。た

だし擁壁の沈下が特に予想される場合はδ＝φ／2とする。 

なお、この公式を用いる場合一様な長大のり面をもつ盛土において、のり面勾配と裏

込め土の内部摩擦角が近似してくると過大な土圧を与えるので注意を要する。 

 

 

 

図 7-7 クーロン公式による土圧 

算定のモデル 

（新斜面崩壊 p211）



Ⅳ-65 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-8(2) 土圧係数（土とコンクリートの場合：擁壁背面の勾配が 1:0.3） 

（道路擁壁工 p63）      

図 7-8(1) 土圧係数（土とコンクリートの場合：擁壁背面が垂直） 

（道路擁壁工 p62） 

γ ：土の単位体積重量 

γ ：土の単位体積重量 
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図 7-8(4) 土圧係数（土と土の場合） 

（道路擁壁工 p65） 

 

図 7-8(3) 土圧係数（土とコンクリートの場合：擁壁背面の勾配が 1:0.3） 

（道路擁壁工 p64） 

γ ：土の単位体積重量 

γ ：土の単位体積重量 
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 4）表土の影響を考慮した土圧 

基岩の上に表土が堆積している場合や上方残斜面が 5m 未満の場合には、図 7-9 のように

崩積土の堆積土圧や表土のすべり土圧を考慮する。 

なお、崩壊土の堆積角は、30°を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7-9 表土の影響を考慮した土圧 

（新斜面崩壊p206） 

 

 5）長大のり面を有する擁壁に作用する土圧 

土の内部摩擦角とのり面勾配の値が近い場合に擁壁に作用する土圧を試行くさび法によ

って算出すると過大な土圧が算定される場合がある。これは実際のすべり面は円弧である

のに対し、試行くさび法による土圧の計算に際してはすべり面を直線で近似していること

や粘着力を無視した場合に計算上のすべり土塊が大きくなってしまうなどの理由による。 

これまでの経験によれば、図 7-10 に示したかさ上げ盛土高比 (H1／H)が 1 を越える場合

でも土圧は、盛土高(H＋H1)が 15m まではかさ上げ盛土高比を 1として計算してもよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-10 かさ上げ盛土高 

（道路擁壁工 p66） 

（４）崩壊土砂の堆積土圧（Pd） 

崩壊土砂による堆積土圧の考え方は、裏込め土の土質と異なる場合は裏込め土の土圧と

区分し、次のように求めてもよい。 

崩壊土砂による土圧は堆積高(hd)が擁壁背面の空き高さ、落石防護柵部に作用するとし、

崩壊土砂土圧の増分は崩壊土砂の土重を上載荷重に換算し土圧を求める。（図 7-11 参照） 



Ⅳ-68 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       （本編 pⅣ-55 の表 7-5 参照） 

 

図 7-11 堆積土圧の考え方 

（待受擁壁設 p8） 
 

捕捉土砂量の検討については以下に示す。 

 
① 崩壊土砂量 

崩壊土砂量は、現地の地質調査などによる推定が困難な場合は、表 7-13 に示す全国の

斜面災害データ（4671 件）での斜面高さ毎に区分した崩壊土量（累積度数 90％となる値）

を参考とすることができる。 
 

表 7-13 斜面高さ毎の崩壊土量 

斜面高 
(m) 

崩壊土量 V 
(m3) 

崩壊幅 W 
(m) 

5≦Hs＜10 40 14 

10≦Hs＜15 80 17 

15≦Hs＜20 100 19 

20≦Hs＜25 150 21 

25≦Hs＜30 210 24 

30≦Hs＜40 240 25 

40≦Hs＜50 370 29 

50≦Hs 500 32 

＊ 崩壊幅は、全国の斜面災害データ（4671 件）から崩壊土砂量

と崩壊幅の関係について求めた近似式（W=3.94V0.336）に崩壊土

砂量を代入することにより算出した値である。 
（待受擁壁設 p14） 

② 土砂捕捉容量 

土砂捕捉容量は、図 7-12 のように崩壊土量 V(m3)を崩壊幅 W(m)で除した単位擁壁長さ

当たりの崩壊土量 Ad(m2/m)を算出し、擁壁の斜面側の空間にこれと同等の空き容量（擁

壁単位長さ当たり）を有することとして計算してもよい。 

 

 

 

 

 

図 7-12 単位幅当たりの崩壊土量 Ad(m2)の算出  （待受擁壁設 p14）    



Ⅳ-69 

したがって、崩壊土砂が溢れることのないよう、崩壊土砂量を十分に捕捉できる空間

を擁壁背面に確保する。 

注）但し、擁壁背面の空き容量を確保しようとして、斜面下部に切土を行うと斜面が

不安定化するために注意が必要である。 

 

（５）地震の影響 

 1）設計地震動 

地震時の安定検討で考慮する設計地震動のレベルの参考例を、表 7-14 に示す。 

 

表 7-14 地震時の安定検討における設計地震動 

復旧の難易度 
重 要 度 

困 難 容 易 

重 要 

耐震検討を行う 

中規模地震動対応 

ただし、きわめて重要な二次 

的被害のおそれのあるものに 

ついては大規模地震動対応  

耐震検討を行う 

 

（中規模地震動対応） 

そ の 他 

耐震検討を行う 

 

（中規模地震動対応） 

耐震検討を行う 

中規模地震動対応 

ただし、高さ 8m 以下の擁壁 

の場合は地震時の検討を省略 

できる。 

注) 重要とは、万一崩壊すると隣接する施設などに重大な損害を与える場合や、迂回路がなく交流がで

きなくなる場合を判断の目安とする。 

復旧の難易度が困難とは、万一崩壊すると復旧に長時間を要し、道路機能を著しく阻害する場合を

判断の目安となる。 

大規模地震動とは､供用期間中に発生する確率は低いが大きな強度をもつ厳しい地震動を意味する。 

中規模地震動とは､供用期間中に発生する確率が高い地震動を意味する。 

（道路擁壁工 p29） 
 

 2）設計水平震度 

地震の影響を考慮する場合の設計水平震度は式 7-15 により算出するものとする。 

ｋh＝ｃZ・ｋh0 ·············································· 式 7-15 

ここに   ｋh：設計水平震度（小数点以下 2けたに丸める） 

ｋh0：設計水平震度の標準値で、表 7-15 を用いてもよい。 

ｃZ：地域別補正係数（滋賀県は 1.0 とする。） 

 

表 7-15 設計水平震度の標準値 kh0 

地盤種別 Ⅰ種 Ⅱ種 Ⅲ種 
中規模地震動対応 0.12 0.15 0.18 

大規模地震動対応 0.16 0.20 0.24 

（道路擁壁工 p29）    

 

耐震設計上の地盤種別は、原則として地盤の特性値ＴGにより区別し、表 7-16 による。

地表面が基盤面と一致する場合はⅠ種地盤とする。 
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表 7-16 耐震設計上の地盤種別 

地盤種別 地盤の特性値 TG(s) 

Ⅰ 種 ＴG＜0.2 

Ⅱ 種 0.2≦ＴG＜0.6 

Ⅲ 種 0.6≦ＴG 

（道路擁壁工 p34）        
 

地盤の特性値ＴGは、式 7-16 によって算出するものとする。 

∑
=

=
n

1i si

i
G

Ｖ

Ｈ
4Ｔ ·············································· 式 7-16 

ここに   ＴG ：地盤の特性値(s) 

Ｈi ：i 番目の地層の厚さ(m) 

Ｖsi：i 番目の地層の平均せん断弾性波速度(m/s) 

 平均せん断弾性波速度は、土の種類により次式により求める。 

粘性土層の場合 

Ｖsi＝100 Ｎi
1/3   (1≦Ｎi≦25) 

砂質土層の場合 

Ｖsi＝80 Ｎi
1/3   (1≦Ｎi≦50) 

 Ｎi：標準貫入試験による i番目の地層の平均Ｎ値 

ｉ  :当該地盤が地表面から基盤面までｎ層に区分されるときの地表面か

ら i番目の地層の番号 

ここでの基盤面とは、粘性土層の場合は、Ｎ値が 25 以上、砂質土層

の場合はＮ値が 50 以上の地層の上面、もしくはせん断弾性波速度が

300m/s 程度以上の地層の上面をいう。 

 3）地震時慣性力の求め方 

地震時慣性力は、自重Ｗに設計水平震度 khを乗じたものとし、躯体断面の重心位置 Gを

通って水平方向に作用させる（図 7-13(a)参照）。なお片持ばり式擁壁の場合は、躯体とか

かと版上の土塊を含めた領域を躯体断面と考えて重心位置に作用させる（図 7-13(b)参照）。 

 

 

 

 

 

 

図 7-13 地震時慣性力の考え方 

（道路擁壁工 p35） 

 4）地震時土圧の求め方 

地震の影響として、擁壁の自重に起因する地震時慣性力と、裏込め土の地震時土圧を考

慮する必要がある。しかし過去の経験によれば常時のもので設計と施工を綿密に行ってお

けば、通常規模の地震に対しても機能的には耐え得ることが認められている。したがって、

高さ 8m 以下の通常の擁壁では地震時の安定検討を省略してもよい。 

コンクリート擁壁における地震時土圧の算定法を以下に示す。 

裏込め土の排水がよく行われている場合の盛土部擁壁に作用する地震時土圧の計算は式

7-17の物部・岡部公式で求めればよい。 
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 5）試行くさび法による地震時土圧の算定 

試行くさび法により地震時土圧を算定するには、図7-14に示すように仮定された土くさ

びに水平方向の地震時慣性力を作用させ、これを考慮した連力図を解けばよい。この場合、

計算に用いる土質定数は土質試験により決定するのがよい。 

土圧合力の作用位置は、擁壁の底版下面からＨ／3の点とし、壁面摩擦角δについては、

土圧がコンクリート壁面に直接作用する場合にはδ＝  としてよい。 

なお、地震の影響の考え方に関しては、「道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編」などを参

照すること。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図 7-14 地震時土圧の算定法  （新斜面崩壊 p212） 

 

（６）崩壊土砂による衝撃力 

擁壁に作用する衝撃力は以下のとおりとする。 

F = α･Fsm ··················································· 式 7-18 

ここに、F:待受け擁壁に作用する衝撃力(kN/m2) 

Fsm:移動の力（本編 pⅣ-54 参照） 

（国土交通省告示第 332 号（平成 13 年 3 月 28 日）に示される算出式による移

動の力）(kN/m2)   

α:待受け擁壁における衝撃力緩和係数(α=0.5)(本編 pⅣ-55 参照) 

2
φ

式 7-17

e 

e 

e 

e 

 γ：単位体積重量(kN/m3) 

 φ：内部摩擦角(度) 

 Ｗ：土塊の重量（kN） 

ＲE ：地震時におけるすべり面に作用する

反力（kN） 

Ｋh・Ｗ 
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第 2節 擁壁工の設計 

2.1 設計の手順 

擁壁工の設計は、構造形式を選定し、原則として安定計算を行った後、細部の設計

を行う。 

新斜面崩壊p204 

解 説 

擁壁の設計手順の一例を図7-15に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7-15 擁壁工の設計手順の一例  （待受擁壁設p2） 

 

 

・重力式 
・もたれ式 
・コンクリート張工など 

・常時・地震時(Ｈ＞8.0m) 
・衝撃力作用時 
・崩壊土砂堆積時 
などの荷重の計算と組合わせの検討 

・斜面高、斜面勾配の設定
・崩壊土、裏込め土などの 
土質定数等の設定 

・移動の高さの設定 
・崩壊土砂量の設定 

・躯体の形状寸法の決定 
・落石防護柵の形状、寸法 
の部材の決定 

・躯体の応力度照査 
・落石防護柵の応力度照査 
・落石防護柵付け根部の応力度照査の 
検討 

・転倒に対する安定性 
・滑動に対する安定性 
・支持地盤の支持力に対する安定性の 
検討 

注 1)もたれ式擁壁、ｺﾝｸﾘｰﾄ張工、重力式擁壁の既設補強検討では 

 擁壁設置位置、空き高さ、断面形状の設定となる。 

 

注 
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1）構造形式の選定 

立地条件などにより擁壁の構造型式を選定する。 

 2）設計条件整理 

擁壁形式と擁壁の立地条件などを整理し、設計時に考慮すべき外力および崩壊土砂量な

どについて検討を行う。 

 3）擁壁設置位置、空き高さの仮定 

擁壁の立地条件より、擁壁の設置位置、擁壁斜面側の空き高さを仮定する。 

 4）崩壊土砂の捕捉量の検討 

仮定した空間と、崩壊土砂量を比較し擁壁が崩壊土砂量を捕捉可能か検討する。 

この崩壊土砂捕捉量の検討において、崩壊土砂量を擁壁が捕捉できない場合、対策工の

検討に進み、再度擁壁設置位置、空き高さの仮定から立地条件的に可能な範囲で検討を繰

り返す。 

立地条件的に不可能な場合は他工法（崩壊土砂量低減）の検討を行うか、崩壊土砂が漏

溢れた場合の検討を別途行う。 

 5）断面形状の仮定 

選定した形式、擁壁の設置位置、空き高さ、地盤条件などに応じて断面条件の仮定を行

う。 

 6）荷重の計算と組合わせ 

これまでに検討した条件をもとに、設計時に考慮すべき外力を算定し、組み合わせにつ

いて検討を行う。検討は常時、衝撃力作用時、崩壊土砂堆積時を基本とし、必要に応じて

地震時の検討を行う。 

 7）安定性の検討 

擁壁の安定性の検討を行う。この安定性の検討によって不安定の結果が出た場合、対策

工の検討に進み、再度断面形状の仮定を変更して、安定の結果が出るまで検討を繰り返す。

ただし、最終的な形状が当初の仮定からかけ離れたものとなった場合、あるいは安定な形

状とならない場合は擁壁設置位置､構造形式より見直しを行う。 

 8）部材の応力検討 

擁壁として安定であるとの結果が得られた後、部材の応力を検討する。 

 9）構造細目の検討 

擁壁の安定検討と部材の応力照査が所定の基準を満たした場合は、排水工などの構造細

目の検討を行う。 

10）設計図書の作成 

擁壁の安定性の検討で決定した断面形状、部材の応力度の検討での部材数量および検討

した構造細目をもとに施工に必要な計算書、材料表、詳細な図面を作成して設計作業は終

了となる。 

 

以上は新設擁壁の場合の設計手順を示したものであるが、既設擁壁の安定性評価、補強の場

合は、1）構造形式の設定において変更が不可能なことと、3）擁壁設置位置、空き高さの仮定

において、擁壁設置位置の変更が不可能なこと以外は新設擁壁と基本的には同じである。 
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2.2 安定性の検討 

擁壁の安定に関しては、一般には下記①・②・③について検討し、表 7-17 に示

す安全率を満足するように設計する。④については衝撃力が作用する場合に、①②

③の検討結果を踏まえたうえでせん断破壊に対して検討を行う。 

① 滑動に対する安定 

② 転倒に対する安定 

③ 基礎地盤の支持力に対する安定 

④ 部材応力度の検討 

新斜面崩壊 p215 

解 説 

（１）各荷重の組合せでの安全率は表 7-17 のとおりとする。 

 

表 7-17 安 全 率           （待受擁壁設 p6）  

荷重の組み合わせ 平常時 地震時注1） 衝撃力作用時注2) 崩壊土砂堆積時 

形状図 

 

 

 

 

 

   

外力 ①土圧 
①土圧 

②地震時慣性力 

①土圧 

②崩壊土砂の衝撃力 

①土圧 

②崩壊土砂の堆積土圧

滑動 Fs≧1.5 Fs≧1.2 Fs＞1.0 Fs≧1.2 

転倒 |e|≦B/6 |e|≦B/3 |e|≦B/3 |e|≦B/3 
安 

全 

率 基礎地盤

の支持力 

q≦qa＝qu/Fs 

Fs＝3.0 

q≦qa＝qu/Fs 

Fs＝2.0 

q≦qa＝qu/Fs 

Fs＝1.0 

q≦qa＝qu/Fs 

Fs＝2.0 

注 1)擁壁高が 8m を超えるものについて検討する。 

注 2)衝撃力作用時は、部材応力の検討を行う。落石による衝撃力が作用する場合は、H12 落石対策便覧を参照する。 

柱 3)もたれ式擁壁工の平常時の転倒については、原則として|e|≦B/6 とするが、岩盤などの良好な支持地盤上に設置され

ており、かつ擁壁の背後に近接して安定した地山が存在するなど、作用土圧が小さい場合には、擁壁の合力作用点が

所定の範囲を後方へ外れていても、底版内に収まっていれば擁壁が工法へ倒れるようなことはないと判断してもよい。

ただし、この場合でも合力作用点の偏心距離 eを算定し、式 7-22、式 7-23 から算定した地盤反力度に対する地盤の支

持力に関する安定検討とともに躯体内部に発生する引張り応力について検討を行う必要がある。(道路擁壁工 p89) 

ここに、e:底版中心より合力の作用位置の偏心距離、B:擁壁の底版幅、 

q:地盤反力度、qa:許容地盤支持力度、qu:極限地盤支持力度 
崩壊土砂のない場合は、平常時および地震時（必要に応じて）を検討し、崩壊土砂の捕捉

（待受け）効果を期待する場合は、衝撃力作用時および崩壊土砂堆積時を検討する。 
 

（２）滑動に対する安定 

擁壁を底版下面に沿ってすべらせようとする力は土圧の水平分力であり、これに抵抗す

る力は底版下面と基礎地盤の間に生じるせん断抵抗力である。擁壁前面の土による受働土

圧も抵抗力として考えられるが、長期にわたる確実性が期待できないことが多いので通常

はこれを無視して設計する。  

滑動に対する安全率（Ｆs）は式7-19を満足しなければならない。 

 

                                                     ･････････ 式 7-19 

土圧土圧土圧 土圧

sp
H

tan
Ｆ≧

Ｐ

Ｂ＋Ｃ）Ｗ＋Ｐ(
　　　　　　　　　　　＝Ｆ BV

s

f
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ここに、 

Ｗ ：擁壁の自重(kN/m) 

Ｐｖ ：土圧合力の鉛直成分(kN/m) 

ＰＨ ：土圧合力の水平成分(kN/m) 

tanφＢ ：擁壁底版と基礎地盤の間の摩擦係数。現場打コンクリートの場合は、φB＝φ

（基礎地盤の内部摩擦角）、現場打ちでない場合は、φB＝2/3･φとする。ただ

し、基礎地盤が土の場合 tanφＢ の値は 0.6 を超えないものとする。なお高さ

8m 以下の場合、本編 pⅣ-56 の表 7-8 を用いてよい。 

Ｃ ：擁壁底版と基礎地盤の間の粘着力（kN/m2）。ただし、摩擦係数（tanφＢ）を表

7-8 より求めた場合はＣ＝0とする。 

Ｂ ：擁壁の底版幅（m） 

Fsp ：計画安全率     平常時：Fsp＝1.5 

 地震時：Fsp＝1.2 

 衝撃力作用時：Fsp＝1.0 

 崩壊土砂堆積時：Fsp＝1.2  

滑動に対する安全率（Fs）の値が計画安全率（Fsp）を満足できない場合、原則として底

版幅を増し安定させる。 

 
（３）転倒に対する安定 

擁壁の底版下面には、擁壁の自重、載荷重および土圧など

による荷重が作用する。底版下面における地盤反力はこれら

荷重合力の作用位置により異なる。図7-16において、つま先

から合力Ｒの作用点までの距離d（m）は式7-20で表される。 

 

 

ここに、 

ａ：擁壁つま先とＷの重心との水平距離（m） 

ｂ：擁壁つま先とＰｖの作用点との水平距離（m） 

ｈ：擁壁かかととＰＨの作用点との鉛直距離（m） 
合力Ｒの作用点の底版中央からの偏心距離ｅは式7-21で表される。 

 

 

転倒に対する安定条件として、偏心距離ｅは式7-22，式7-23を満足しなければならない。 

平常時：      

地震時、衝撃力作用時、崩壊土砂堆積時 : 

 

（４）基礎地盤の支持力に対する安定 

地盤反力度（kN/m2）は式 7-22，式 7-23 により求める(図 7-16 参照) 

                    ············································ 式7-22 

 

············································ 式7-23 

 

この q1および q2は式 7-24 を満足しなければならない。 

6
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････････････････････････ 式 7-21

図 7-16 地盤反力度の求め方 

（新斜面崩壊 p217）
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s

u
a

2

1

Ｆ

q
q≦

q

q
= ···················································· 式 7-24 

 

ここに、                

qa：地盤の許容支持力度（kN/m
2） 

qu：地盤の極限支持力度（kN/m
2）        

Fs：地盤の支持力に対する安全率   平常時：Fs＝3.0 

地震時：Fs＝2.0 

衝撃力作用時：Fs＝1.0 

崩壊土砂堆積時：Fs＝2.0  

地盤の許容支持力度あるいは極限支持力度は、本編 pⅣ-56 の表 7-6 および参考資料編 p

Ⅵ-215 を参照すること。 

 

（５）部材の応力度の検討 

 1）擁壁躯体 

擁壁躯体の各部において、部材の応力度が許容応力度以下となるように設計を行う。 

擁壁の破壊に対する検討に用いる応力度の照査式は、高さ 1m 毎に行い、（図 7-17 参照）

コンクリート断面の縁応力度σcが式 7-25 を満足するように設計する。 

cat

ca

c2

c1

σ

σ
≦

Bi

ｅ6
1

Bi

Ｖ

σ

σ
⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛
+=  ································· 式 7-25 

ここに、Ｖ：断面Ａ－Ａ より上の単位幅当たりの鉛直力(N/mm) 

σca ：コンクリートの許容曲げ圧縮応力度(N/mm
2)（本編 pⅣ-58 参照） 

σcat：コンクリートの許容曲げ引張り応力度(N/mm
2) (本編 pⅣ-58 参照) 

Bi：断面照査位置における断面幅(mm) 

ｅ：偏心距離(mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-17 断面照査 （待受擁壁設 p13） 

 

 

 2）落石防護柵の応力度の評価（崩壊土砂堆積時） 

崩壊土砂堆積時および落石時において、落石防護柵の支柱、ワイヤー、ネットなどの各

部材の応力度が許容応力度以下となるように設計を行う。（本編 pⅣ-122 参照） 

 

ｅ 

σc1 
σc2 
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第 3節 重力式コンクリート擁壁工 

斜面の勾配、高さ、表土の厚さ、斜面での崩壊の位置および形状、基礎地盤の性状、

基礎幅などを考慮し、原則として安定計算により設計する。 

新斜面崩壊p225 

解 説 

具体的な設計項目を以下に示す。 

（１）断面形状（図7-18参照） 

 1）本章pⅣ-59設計外力によりpⅣ-74安定性の検討を行い経済的な断面を決定する。 

 2）天端幅は落石防護棚設置あるいは施工性などを考慮し、50cm以上（標準50cm）とする。 

 3）裏込め土表面から擁壁天端までの空き高さは、1.0m 以上（標準 1.0m）を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7-18 重力式コンクリート擁壁工 

（２）基   礎 

 1）転倒、滑動、支持に対する安定性を増すため必要に応じてフーチングを設ける。 

 2）岩盤掘削の埋戻しには原則としてコンクリートを使用する。 

 3）根入れについては0.5～1.Om程度（標準50cm）とするが、地盤支持力が期待できないときは

フーチングなども考慮し、諸条件勘案のうえ決定する。 
 

（３）水抜きおよび水路工 

 1）湧水、浸透水の基礎部への流入を避けるため、擁壁背面の水は速やかに前面に排出する。 

 2）擁壁前面に排出した水は、擁壁付近に停滞させることなく速やかに処理するため、30cm×

30cmのＵ型水路を設ける。 

 3）擁壁背面の水を排除するため、外径75mmの水抜孔も2～3m2に1箇所程度を設ける。湧水、浸

透水の多い場合は必要に応じて数量を増す。 

 4）擁壁面には原則として砕石などを使用し、排水層を設ける。 
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 5）土質、湧水などの状況により必要に応じて透水性の吸出し防止材を併用する。 

 6）下段水抜孔より下部は遮水コンクリートなどを使用し、不透水層を設け擁壁工底部への浸

透を防止する。 
 

（４）伸縮目地 

伸縮目地（t=10mm標準）は10～20mに１箇所程度（標準10m）設置する。 
 

（５）裏込め 

裏込めは擁壁裏面の排水可能な下段水抜孔から上部の施工上切り取った部分とし、透水

性のある材料(砕石など)とする。 
 

（６）落石防護柵 

残斜面がある場合は、崩壊土砂などを考慮して原則として2mとする。落石対策が必要な

場合は本編pⅣ-112落石対策工を参照にして高さを求める。 

 

第 4節 もたれ式コンクリート擁壁工 

もたれ式コンクリート擁壁工はそれ自体では自立できないので、背面と地面とが密

着するよう配慮し、原則として安定計算により設計する。 

新斜面崩壊p230 

解 説 

設計の留意点を以下に示す。（図7-19参照） 

 1）本章pⅣ-59設計外力により本章pⅣ-74安定性の検討を行い経済的な断面を決定する。 

 2）擁壁の天端幅は原則として50cm以上（標準50cm）とする。 

 3）壁体の前面のり勾配は1：0.3～1：0.6、壁高は原則として8m以下とする。 

 4）施工目地は、かぎ形に施工するとともに、用心鉄筋（D13,@0.5m l =1.0m程度が望ましい）

を入れる。（図7-19参照） 

 5）基礎、水抜きおよび水路工ならびに裏込めなどについては重力式コンクリート擁壁に準じ

る。 
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図7-19 もたれ式コンクリート擁壁工 

 

 

山 

角材 
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第 5節 待受式コンクリート擁壁工 

崩壊土砂による衝撃力および堆積土圧を考慮した擁壁の設計手法により設計を行

う。 

新斜面崩壊 p231、待受擁壁設 p1 

解 説 

対象とする擁壁として図7-20に示すように①重力式擁壁（斜面から離して設置されるもの）、②

重力式擁壁（斜面に接して設置されるもの）、③もたれ式擁壁、④コンクリート張工の上部重力部

などが考えられる。 

本章pⅣ-59設計外力によりⅣ-74安定性の検討を行い、経済的な断面を決定し、構造細目につい

ては各擁壁工を参照すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-20 対象とする擁壁  （待受擁壁設 p1） 

 

第 6節 のり枠工の基礎擁壁工 

重力式コンクリート擁壁工に準じ原則として安定計算により設計する。 

新斜面崩壊 p235 

解 説 

（１）図7-21において、縦枠間隔ａののり枠工で、縦枠の最下端に作用する軸力は、一般に式7-26

で算定される。 

Ｒ＝Ｗt・sinα＋Ｐ・cos（α－β）－Ｆr･･･････････････････････････････ 式7-26 

ここに、 

Ｒ ：縦枠の最下端での軸力（kN） 

Ｗｔ：縦枠を中心とする幅ａあたりののり枠工の自重 

と問詰土などの重量の和（kN） 

Ｐ ：幅ａののり枠工に作用する外力（土庄）（kN） 

Ｆr：幅ａののり枠工に作用する滑動抵抗力（kN） 

α ：のり枠工の縦枠が水平となす角度（度） 

β ：Ｐが水平となす角度（度） 

ただし、Ｐについては、プレキャストのり枠工の場合は

一般に考慮しない（Ｐ＝0）。また、Ｆrについては、地山の

表層部が全体的に不安定な場合は考慮しない（Ｆr＝0）が、

比較的安定している場合には、一般に式7-27、式7-28で算

定される。 
図 7-21 のり枠工と基礎擁壁工 

（新斜面崩壊 p235）
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Ｆr 

Ｗt 

Ｒ 
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地山の表層部が風化花崗岩のような砂質の場合、 

Ｆr＝Ｗｔ・cosα・tan（2/3・φ）····························· 式 7-27 

地山の表層部が粘板岩のような粘質の場合、 

Ｆr＝Ｃ・ａ・ l  ···········································式 7-28 

ここに、φ：地山の表層部の内部摩擦角（度） 

Ｃ：地山の表層部の粘着力（kN/m2） 

ａ：のり枠工の縦枠間隔（m） 

l  ：のり枠工の縦枠の長さ（m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軸カＲは縦枠の中心に働き、その方向は縦枠の勾配（角度α）であるが、それが基礎擁

壁工で横方向にどのように分布するかは現状では明確ではない。その分布ｇは図7-22に示

されるように縦軸の位置で最大となり、縦枠間の中点で最小となると考えられる。 

縦枠の間隔ａが縦枠の幅ｃの５倍程度以内で、基礎擁壁の大きさが通常用いられている

ものより小さくなければ、軸カＲは等分布するとしても実用上さしつかえないと考えられ

る。 

図7-22に示すようにＲが45゜で分散分布するとして、縦枠の中央断面での基礎擁壁工の

安定を検討する方法も用いられている。 

いずれにしても、軸カＲの分布を仮定して、縦枠を中心とする単位幅（１ｍ）当たりの

基礎擁壁工に作用する外力Ｒ′を求める。軸カＲが等分布すると仮定した場合のＲ′は式

7-29で示される。（図7-23参照） 

Ｒ′＝Ｒ／ａ ··············································· 式 7-29 

ここに、 

Ｒ′：単位幅あたりの基礎擁壁に作用する外力（kN/m） 

ａ  ：のり枠工の縦枠の間隔（m） 

 

（２）のり枠背面および基礎地盤全体のすべりが予想される場

合には、このすべりに対して安全率が1.2以上となるよう

に設計しなければならない。一般には1.2が用いられるが、

現場の状況により1.2～1.5の範囲で設定することができ

る。+ 
図 7-23 基礎擁壁工に作用する力 

（新斜面崩壊 p236） 

図 7-22 軸力（R）の分布  （新斜面崩壊 p236） 
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